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第1章 

本調査研究の背景・目的及び手法 
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1. 背景・目的  

1-1 本調査研究の背景  

乳幼児健康診査（以下、乳幼児健診）については、母子保健法において、市町村は、１歳

６か月児及び３歳児に対して、健康診査を行う義務があり、また、その他の時期の乳幼児に

対しても、必要に応じ、健康診査を実施し、また、健康診査を受けるよう勧奨しなければな

らないこととされている。 

乳幼児健診をはじめとした母子保健施策については、受診率等の向上に向けて周知広報

を行うなど、市町村においてさまざまな取組が行われている一方で、乳幼児健診等の母子保

健サービスの享受が難しい児がいることが課題として指摘されている。 

たとえば、発達障害のため集団健診会場に行くことが困難な児や医療的ケア児などは、通

常の集団健診（歯科健診を含む。）の受診が難しく、特別な配慮が必要な場合があると考え

られる。 

 

1-2 本調査研究の目的  

上記の背景を受けて、本調査研究においては、乳幼児健診等の母子保健施策の実施に当

たり特別な配慮が必要な児に関して、市町村が行っている配慮や工夫について調査するほ

か、当該児やその家族・保護者のニーズを明らかにする。さらに、有識者検討会を開催

し、実態及び課題を踏まえ、今後の乳幼児健診等の実施にあたっての支援策を検討する。 
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1-3 調査手法  

（１） 有識者検討会 

乳幼児健診等における配慮のニーズや課題、また必要な支援策を検討するにあたり、有識

者や関係団体、当事者団体、自治体担当者等を集めた検討会を開催した。 

検討会の場においては、乳幼児健診の実施に際して行っている配慮や工夫等の実態を把

握する上で調査すべき項目について聴取するとともに、アンケートの項目についてもご意

見をいただいた。また、アンケート結果ならびにヒアリング結果を報告し、現状の課題や今

後の乳幼児健診のあり方についての議論を行った。 

議論に参画いただいた検討委員については、次ページに記載する。 

 

＜開催日程および論点＞ 

回数 日程 論点・議題 

第１回 2024 年 10 月３日 調査研究の背景・目的、調査全体像の共有 

調査の方向性に関する協議 

アンケート調査項目の確認 

第２回 2024 年 12 月４日 アンケート結果速報の報告 

アンケートの追加分析方針の確認 

ヒアリング先の選定方針、ヒアリング項目の確認 

第３回 2025 年２月 26 日 アンケートの追加分析結果の報告 

ヒアリング結果の報告 

分析結果を踏まえた課題や支援策の方向性の検討 

調査研究報告書とりまとめ方針の協議 
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令和６年度子ども・子育て支援等推進調査研究事業 

特別な配慮が必要な児に対する乳幼児健康診査等の実施実態の把握に関する調査研究 

 

特別な配慮が必要な児に対する乳幼児健康診査等の 

実施実態の把握に関する検討委員会 

委員名簿（敬称略） 

委員（五十音順） 

 石﨑 義人  公益社団法人 日本小児科医会 理事 

 

 河西 真理子 公益財団法人 日本訪問看護財団 

 

 小枝 達也  公益社団法人 日本小児保健協会 

 

 小島 幸子  一般社団法人 全国手をつなぐ育成会連合会 副会長 

 

 滝田 順子  公益社団法人 日本小児科学会 会長 

 

 舘脇 悦子  全国保健師長会 

 

 服部 明子  社会福祉法人 全国社会福祉協議会 全国保育士会 副会長 

 

 松田 郁夫  一般社団法人 全国肢体不自由児者父母の会連合会 副会長 

 

 三澤 一登  一般社団法人 日本発達障害ネットワーク 副理事長 

 

 宮副 和歩  全国医療的ケアライン 代表 

 

 渡辺 弘司  公益社団法人 日本医師会 常任理事 

 

オブザーバー 

 髙橋 駿   こども家庭庁成育局母子保健課 課長補佐 

 

中村 早希  こども家庭庁成育局母子保健課 課長補佐 

 

 土田 哲也  こども家庭庁成育局母子保健課 専門官 

 

臼井 麗   こども家庭庁成育局母子保健課 係長 

 

 伊藤 輝   こども家庭庁成育局母子保健課 係長 

 

 竹内 里織 こども家庭庁成育局母子保健課 
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 望月 あゆみ こども家庭庁成育局母子保健課 

 

 今出 大輔 こども家庭庁支援局障害児支援課 専門官 

 

 西村 緑  こども家庭庁支援局障害児支援課 専門官 

 

事務局 

 横内 瑛   株式会社野村総合研究所 ﾍﾙｽｹｱ･ｻｰﾋﾞｽｺﾝｻﾙﾃｨﾝｸﾞ部 

プリンシパル 

 

 下松 未季 株式会社野村総合研究所 金融コンサルティング部 

   シニアコンサルタント 

 

 竹村 颯人 株式会社野村総合研究所 ﾍﾙｽｹｱ･ｻｰﾋﾞｽｺﾝｻﾙﾃｨﾝｸﾞ部 

   コンサルタント 
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（２） アンケート調査 

アンケート調査については、全国の市町村に対して、アンケート調査を実施した。各都道

府県を経由して、全国の市町村の乳幼児健診所管部署に対して Excel アンケートを送付し

た。調査は令和６年 10 月 22 日（火）～11 月 22 日（金）にかけて実施し、1,741 市町村の

うち、1,233（70.8%）の市町村にご回答をいただいた。 

 

（３） 自治体ヒアリング調査の実施 

1）ヒアリング調査対象の選定 

（2）で実施したアンケートの結果を踏まえ、自治体が行う対応のパターンごとに好

取組と思われる事例を選定し、ヒアリングを行った。自治体が行う対応のパターンとし

ては、事前の情報把握、配慮が必要な児に対する支援の提供の内容、情報連携に大別し、

それぞれスクリーニング要件を設けて選定を行った。 

また、都道府県との連携による体制構築についての情報を収集するため、都道府県に

もヒアリングを行った。 

 

2）ヒアリング調査の実施概要 

ヒアリングは対面とオンラインを併用して行った。以下にヒアリングにご協力いた

だいた自治体を記す。 

 

 

図表 1 調査対象とした自治体とヒアリング調査実施時期 

＃ ヒアリング対象 担当部署 

１ 福岡県直方市 母子保健係 

２ 宮崎県都城市 こども家庭課 

３ 山口県山陽小野田市 健康増進課 母子保健係 

４ 沖縄県宜野湾市 健康増進課 すこやか親子係 

５ 大阪府枚方市 健康づくり課 子ども未来部 

６ 大阪府 地域保健課 母子グループ 
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（４） 当事者ヒアリング調査の実施 

1）ヒアリング調査対象の選定 

当事者の皆様が抱える課題やニーズを把握するため、検討会の議論を踏まえて、下記

の団体にご協力をいただき、インタビュー対象者をご選定いただいた。 

• JDDnet（一般社団法人日本発達障害ネットワーク） 

• 全国医療的ケアライン（アイライン） 

• 全国肢体不自由児者父母の会連合会 

• 全国手をつなぐ育成会連合会 

• リトルベビーサークル全国ネットワーク 

 

2）ヒアリング調査の実施概要 

配慮が必要な児が健診を受けるにあたり、当事者が求める工夫や配慮の内容を把握

するため、当事者団体の皆様にご協力をいただき、制度変更等の影響を踏まえ、極力直

近に乳幼児健診の対象となった方にヒアリングを行うため、現在こどもが小学生まで

の父母やその家族の方をご選定いただき、グル―プインタビューの形でヒアリングを

行った。 

インタビューの内容や結果の詳細については第 4 章を参照されたい。 
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第2章 

アンケート調査
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1. 調査手法  

1-1 アンケート調査の概要  

（１） 調査対象 

全国 1,741 の市町村の乳幼児健診事業担当部門を対象にアンケート調査を行った。 

（２） 調査方法 

全 1,741 市町村に対して、都道府県経由でメールにてアンケート調査票を送付し、事務

局にメールでご返送いただく形で実施した。 

 

（３） 調査内容 

調査項目は以下のとおりである。なお、巻末の参考資料にアンケート調査票を掲載する。 

市町村の属性について 

 都道府県・市町村名 

 紹介可能な内科・小児科機関数 

 乳幼児健診１回あたりの保健師・助産師・看護師数 

 

乳幼児健診の概要 

 集団健診・個別健診の別 

 集団健診の実施方法及び委託先 

 健診の対象者数・受診者数・年間実施回数 

 健診未受診者数 

 

配慮が必要な児の把握方法 

 把握している配慮が必要な児 

 配慮が必要な児の把握方法 

 配慮が必要な児の人数 

 事前の聞き取り調査等の有無 

 

配慮の方法 

 配慮が必要な児のニーズ 

 実施している対応 

 増強したスタッフの職種と人数 

 

情報連携 

 健診前の情報連携先 
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 健診後の情報連携先 

 

課題と必要な支援 

 市町村が抱える課題 

 課題に対応するために行っていること・行う予定のこと 

 都道府県から受けた支援 

 国・都道府県・その他機関に求める支援 

 

その他の母子保健事業 

 その他事業で行っている工夫 

 その他事業におけるニーズ 

 支援における課題 

 国・都道府県・その他機関に求める支援 

 

（４） 調査期間 

令和６年 10 月 22 日から令和６年 11 月 22 日にかけて実施した。 

（５） 有効回答数 

有効回答数は 1,233 件、有効回答率は 70.8%であった。なお、以降のグラフにおいては、

各設問において無回答だった回答者は N 数には含めず、設問ごとの有効回答数を母数とし

て記載している点はご留意いただきたい。 

以下、主要な調査項目に関する調査結果について次ページ以降で結果を示すとともに、後

段で考察を加えていく。なお、全ての質問の単純集計結果については、巻末の参考資料を参

照いただきたい。 
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2. 調査結果  

2-1 アンケート回答市町村の基礎情報  

今回のアンケートの都道府県ごとの回収状況は、図表２のとおりである。 

 

図表 2 都道府県別の回収状況 

 

 

 

 

 

図表３の人口規模別回収状況として、人口 2.5 万人未満の市町村では 64.7%、人口 2.5 万

人以上7.5万人未満の市町村では77.1%、人口7.5万人以上20万人未満の市町村では76.3%、

人口 20万人以上の市町村では 80.3%であった。一方で図表４の出生数別回収状況としては、

出生数 50 人未満の市町村では 63.1%、出生数 50 人以上 100 人未満の市町村では 63.5%、

出生数 100 人以上 300 人未満の市町村では 79.0%、出生数 300 人以上の市町村では 76.3%

であった。 
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図表 3 人口規模別回収状況 

 

 

図表 4 出生数別回収状況 

 

健診結果を踏まえて継続的な対応が必要な場合に紹介可能な内科・小児科医療機関数と

して、10 機関未満と回答した市町村が 83.7%であった。 
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図表 5 紹介可能な内科・小児科数 

 

 

 

乳幼児健診１回あたりの平均の担当正規職員数について、保健師に関しては２人以上５

人未満配置している市町村が 55.6%で最も多かった。一方で助産師・看護師の配置に関して

は０人の市町村がそれぞれ、94.6%、90.0%であった。 

また非正規職員については、保健師及び看護師に関して１人以上配置している市町村が

それぞれ 74.1%、74.2%だった一方で、助産師の配置に関しては０人の市町村が 68.7%で最

も多かった。 

 

図表 6 乳幼児健診 1回あたりの平均の担当正規職員数 
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図表 7 乳幼児健診 1回あたりの平均の担当非正規職員数 

 

 

１歳６か月児健診及び、３歳児健診のいずれにおいても集団健診での実施が 90%を超え

ており、個別健診のみの市町村は１～２%にとどまった。 

 

図表 8 各健診の実施方法 
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集団健診は１歳６か月健診が 95.9%、３歳児健診で 96.0%と 90%以上の市町村で直営に

よって実施されており、委託での実施はそれぞれ 4.1%、4.0%と５%未満であった。委託で

の実施については、医師会や医会等への委託が最も多かった。 

※「直営」とは、市町村が保健センター等で自ら集団健診を実施している場合を指す。 

※「委託」とは、他市町村や他団体等に集団健診の運営を依頼して実施する場合を指す。 

 

図表 9 集団健診の実施主体 

 

 

図表 10 集団健診の委託先 
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健診１回あたりの受診者数について、１歳６か月児健診・３歳児健診ともに 10 人以上 30

人未満と回答した市町村がそれぞれ 50.5%、52.1%で最も多かった。また健診１回あたりの

受診者数の平均値について、１歳６か月児健診では 17.8 人、３歳児健診では 18.8 人となっ

ており、両健診の１回あたりの受診者としては約 20 人が平均的な数字と推察される。 

 

図表 11 乳幼児健診 1回あたりの受診者数 
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2-2 特別な配慮が必要な児に対する乳幼児健診の実態  

（１） 配慮が必要な児の把握 

乳幼児健診の対象者のうち、特定の理由によって未受診である児の人数について、未受診

者は０人と回答した市町村が 50%を超えていた。一方で不明と回答した市町村が１歳６か

月児健診では 14.5%、３歳児健診では 14.7%存在し、未受診理由について個別に市町村が

把握していないことが推察される。なお、本設問において集計の対象とした未受診理由は以

下の項目である。 

 

 入院等で参加が難しいため 

 個別に医療機関で定期受診しているため 

 障害や発達の特性上の理由により、集団健診の会場で受診することが難しいため 

 医療的ケア児、発達障害等の理由により、集団健診で他の児と比較されることに心理的

な抵抗があるため 

 保護者の健康面等の課題によって対象者を受診させることができないため 

 

図表 12 未受診である児の人数 
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配慮が必要と想定される児について、疾患ごとに配慮の必要性を把握しているかを調査

した。対象は、医療的ケア児、身体障害、知的障害（疑い含む）、精神・発達障害（疑い含

む）、難病・小児慢性疾病等（医療的ケア児は除く）、保護者の精神・知的・身体障害等の要

因により配慮が必要なケース、その他である。 

その結果、いずれの対象についても配慮の必要な児を把握していないと回答した市町村

は 3.2%であった。 

 

図表 13 配慮が必要と把握している対象者 
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乳幼児健診を実施するにあたり、配慮が必要な児の把握方法として、訪問事業での把握が

91.4%で最も多かった。また人口規模別に見ると、20 万人以上の市町村では訪問事業での

把握に次いで、医療機関（医療機関併設の療育施設を含む）との連携と回答した市町村が多

い一方で、2.5 万人未満の市町村では訪問事業での把握に次いで、保育所・幼稚園・こども

園等との連携と回答した市町村が多かった。 

 

図表 14 配慮が必要な児の把握方法 

 

 

図表 15 人口規模別 配慮が必要な児の把握方法 
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図表 13（図表 16 として再掲）において、配慮が必要な児を把握していると回答した市町

村に関して、配慮が必要な児の人数を調査した。配慮が必要な児の人数について、人数は不

明であるという回答が医療的ケア児（入院含む）については 9.9%、身体障害については

14.9%、知的障害（疑い含む）では 20.2%、精神・発達障害（疑い含む）では 19.7%、難病・

小児慢性疾病等（医療的ケアは除く）では 15.7%、保護者の精神・知的・身体障害等の要因

により配慮が必要なケースでは 20.2%、その他では 42.6%となっていた。このことから、図

表 13 において配慮が必要な児を把握していると回答した市町村においても、配慮が必要な

児の全体像を把握できていないケースが一定数存在すると推察される。 

図表 16 （再掲）配慮が必要と把握している対象者 

 

図表 17 配慮が必要な児の人数 
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（２） 配慮が必要な児が乳幼児健診を受診する際の保護者のニーズの把握 

乳幼児健診の受診にあたり必要となる配慮の内容について、事前に面談や聞き取り調査

等でニーズ把握を実施しているかという項目に関して、１歳６か月児健診では 29.3%、３歳

児健診では 29.2%の市町村が行っていないと回答した。一方で１歳６か月児健診、３歳児健

診ともに 4.3%の市町村がすべての対象者に関して事前の聞き取りを実施し、求められる配

慮について把握していた。 

 

図表 18 必要な配慮についての事前の面談や聞き取り調査の実施 

 

 

配慮が必要な児が乳幼児健診を受診する際のニーズとして市町村が把握しているものと

しては、別室受診等の受診体制の工夫が最も多く、次いで個別健診への切替/かかりつけ医

による診断で代替、訪問での対応が多かった。現状集団健診を受けられるようにするための

支援と、集団健診に代わる支援のいずれについてもニーズが高いと推察される。 
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図表 19 市町村が把握している乳幼児健診に際したニーズ 

 

 

（３） 実施している対応 

市町村が実施している対応として、別室受診等の受診体制の工夫が 56.7%と最も多かっ

た。次いで訪問での対応、個別健診への切替/かかりつけ医による診断で代替が多かった。 

なお、乳幼児健診を未受診の場合に、入院中の状況やかかりつけ医への受診時の状況など

を精緻に把握することで、少しでも児の情報を把握しようとする取組も見られたが、その場

合に診断の結果や情報について医療機関から市町村へ共有を受けているかという点につい

ては本調査の範囲では確認できていない。 

またアンケートとは別に 25 の市町村に、訪問での対応について個別に確認したところ、

訪問での対応は基本的に保健師単独で実施しているという回答が 10 件得られ、既存の訪問

事業の延長や未受診者の状況確認として対応されていると推察される。 
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図表 20 乳幼児健診において実施している対応 

 

 

乳幼児健診において実施している対応が複数ある市町村について、実施している対応の

組み合わせ（図表 21・22）を見ると、１歳６か月児健診と３歳児健診ともに、別室受診等

集団健診の受診体制の工夫と、個別健診への切替/かかりつけ医による診断で代替、あるい

は訪問での対応という組み合わせが多かった。 
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図表 21 乳幼児健診において実施している対応の組み合わせ（１歳６か月児健診） 

 

 

図表 22 乳幼児健診において実施している対応の組み合わせ（３歳児健診） 
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また実施している対応について、人口規模別に見ると、体制充実や受診体制の工夫といっ

た集団健診の受診に資する工夫は人口 20 万人以上の大規模自治体ほど多く回答されてい

た。一方で特に訪問対応については人口 2.5 万人以上 20 万人未満の中規模自治体の方が多

く回答されていた。 

 

図表 23 人口規模別 乳幼児健診において実施している対応（１歳６か月児健診） 

 

 

 

図表 24 人口規模別 乳幼児健診において実施している対応（３歳児健診） 
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上記の実施している対応として、「集団健診の体制充実」と回答した市町村に対して増強

したスタッフの職種と人数を聞いた結果を以下に示す。特別な配慮のために増強したスタ

ッフの職種と人数について、保健師を１人以上配置した市町村が１歳６か月児健診、３歳児

健診ともに 80%を超えていた。一方でその他の職種に関しては０人と回答した市町村が１

歳６か月児健診、３歳児健診ともに 80%を超えていた。 

 

図表 25 １歳６か月児健診において、特別な配慮のために増強したスタッフの職種と人数 
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図表 26 ３歳児健診において、特別な配慮のために増強したスタッフの職種と人数 

 

 

（４） 情報連携 

乳幼児健診の実施前及び実施後における関係機関との情報連携について、保育所等と情

報連携を行うと回答した市町村が 70.5%、74.6%とともに最も多く、次いで市町村内の他部

署との情報連携を行う市町村が多かった。 
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図表 27 乳幼児健診実施前における関係機関との情報連携 

 

 

図表 28 乳幼児健診実施後における関係機関との情報連携 
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（５） 課題と必要な支援 

配慮が必要な児に対して配慮する際の課題として、人員不足と回答した市町村が 38.9%

で最も多かった。次いで、支援のための専門的知見の不足と回答した市町村が多かった。 

人口規模別に見ると、大規模自治体においては、人員不足や配慮が必要な児を特定できな

いという課題が多く見られた。一方、支援に必要な専門的な知見の不足については人口規模

にかかわらず高く、共通の課題であることが示唆された。また実施している対応別に課題を

見ても、共通の課題として人員不足と支援のための専門的知見の不足が挙げられていた。 

 

図表 29 市町村が抱える課題 
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図表 30 人口規模別 市町村が抱える課題 

 

 

 

図表 31 実施している対応別 市町村が抱える課題 
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配慮が必要な児に対して支援を行う上で、都道府県から特段の支援を受けていないと回

答した市町村が 81.5%で、上記の課題を解決する上で都道府県から支援を受けた例は多く

ないと推察される。 

一方、研修等による知見の提供を受けたと回答した市町村の具体的な支援内容としては、

研修会の案内・開催等や事例共有会の開催、専門職・アドバイザー派遣の具体例としては発

達障害診断待機解消事業における相談員の派遣や、東京都在宅重症心身障害児（者）等訪問

事業の活用、その他の支援の具体例としては連絡協議会の開催や、必要に応じて助言をもら

っている等の自由回答が見られた。 

 

図表 32 配慮が必要な児を支援する上での都道府県からの支援 

 

 

 

配慮が必要な児を支援する際に求められる具体的な支援について、特になし以外の選択

肢をみたところ、国や医会・医師会等のその他の機関と比べて、都道府県の支援を求める回

答が多かった。また都道府県に求める支援の中で、研修等による知見の提供を求める市町村

が 50.7%で最も多かった。次いで、専門職・アドバイザー派遣、専門医・機関等とのマッチ

ングと回答した市町村が多かった。 

特別な配慮が必要な児に対して実施している対応別に見ると、特に集団健診の体制充実

（対応スタッフの増強）、検査日程の分割といった対応をとっている市町村において、国に

対して研修等による知見の提供や、補助金・資金補助等の支援を求めるという回答が多かっ

た。 

また市町村が抱える課題別に見ても、予算不足を挙げる市町村が補助金を求める以外は、

課題別の傾向の差は見られず、特に国及び都道府県に対して研修等による知見の提供や、補

助金・資金補助等の支援を求める回答が多かった。 
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図表 33 国・都道府県・その他機関に求める支援 

 

 

図表 34 実施している対応別 国に求める支援 

 

 

図表 35 実施している対応別 都道府県に求める支援 

 

求める支援

集団健診の体

制充実（対

応スタッフの増

強）

別室受診等

集団健診の受

診体制の工夫

別日・別時間

など、少人数

での集団健

診の実施

個別健診へ

の切替/かか

りつけ医によ

る診断で代

替

訪問での対

応

検査日程の

分割
その他 特になし

（N=313） （N=656） （N=260） （N=404） （N=468） （N=103） （N=118） （N=188）

ニーズ調査 24.9% 20.7% 18.8% 21.3% 23.1% 29.1% 20.3% 15.4%

研修等による知見の提供 42.8% 37.7% 38.1% 35.6% 36.1% 40.8% 29.7% 24.5%

専門職・アドバイザー派遣 16.9% 12.3% 13.8% 13.1% 12.8% 16.5% 10.2% 13.8%

補助金・資金補助等 42.2% 38.4% 39.2% 40.1% 37.4% 52.4% 36.4% 22.9%

専門医・機関等とのマッチング 16.9% 13.1% 13.8% 13.6% 15.2% 21.4% 15.3% 9.6%

その他 3.8% 2.7% 2.3% 2.0% 2.6% 4.9% 4.2% 1.1%

特になし 30.0% 36.3% 36.5% 36.1% 35.9% 27.2% 39.8% 52.1%

計 - - - - - - - -

国

割合

求める支援

集団健診の体

制充実（対

応スタッフの増

強）

別室受診等

集団健診の受

診体制の工夫

別日・別時間

など、少人数

での集団健

診の実施

個別健診へ

の切替/かか

りつけ医によ

る診断で代

替

訪問での対

応

検査日程の

分割
その他 特になし

（N=314） （N=656） （N=261） （N=404） （N=467） （N=103） （N=118） （N=190）

ニーズ調査 26.4% 22.6% 22.6% 25.0% 24.8% 30.1% 16.9% 15.8%

研修等による知見の提供 60.8% 54.6% 55.2% 53.7% 53.7% 61.2% 48.3% 41.1%

専門職・アドバイザー派遣 35.4% 32.3% 35.6% 33.9% 34.0% 36.9% 23.7% 36.3%

補助金・資金補助等 31.5% 28.5% 31.0% 29.5% 30.4% 36.9% 28.8% 15.3%

専門医・機関等とのマッチング 38.2% 34.0% 33.0% 34.7% 35.5% 42.7% 33.1% 30.5%

その他 5.1% 4.0% 5.0% 3.5% 3.9% 11.7% 6.8% 2.1%

特になし 22.0% 27.9% 29.5% 25.5% 26.3% 22.3% 29.7% 34.2%

計 - - - - - - - -

都道府県

割合
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図表 36 実施している対応別 その他機関に求める支援 

 

 

図表 37 市町村が抱える課題別 国に求める支援 

 

  

求める支援

集団健診の体

制充実（対

応スタッフの増

強）

別室受診等

集団健診の受

診体制の工夫

別日・別時間

など、少人数

での集団健

診の実施

個別健診へ

の切替/かか

りつけ医によ

る診断で代

替

訪問での対

応

検査日程の

分割
その他 特になし

（N=305） （N=636） （N=253） （N=394） （N=452） （N=97） （N=116） （N=183）

ニーズ調査 4.3% 2.7% 4.0% 3.3% 2.9% 12.4% 1.7% 1.1%

研修等による知見の提供 8.9% 7.2% 8.3% 7.4% 6.0% 12.4% 6.9% 7.7%

専門職・アドバイザー派遣 7.2% 6.0% 9.1% 7.6% 6.9% 7.2% 8.6% 4.9%

補助金・資金補助等 1.3% 0.9% 2.4% 1.0% 0.7% 2.1% 0.9% 0.5%

専門医・機関等とのマッチング 10.2% 10.7% 11.9% 10.7% 10.6% 15.5% 13.8% 4.4%

その他 3.9% 3.8% 5.1% 2.8% 2.7% 6.2% 6.0% 1.1%

特になし 80.3% 80.0% 77.1% 80.2% 81.4% 71.1% 75.9% 89.1%

計 - - - - - - - -

割合

その他機関
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図表 38 市町村が抱える課題別 都道府県に求める支援 

 

 

図表 39 市町村が抱える課題別 その他機関に求める支援 
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2-3 その他母子保健事業における支援の実態  

乳幼児健診やその後のフォロー教室を除いた、その他母子保健事業（以下、その他母子保

健事業）における特別な配慮が必要な児やその保護者に対する支援の有無について、産後ケ

ア事業において支援や工夫を実施していると回答した市町村が 51.8%で最も多かった。一

方で、特になしと回答した市町村が 36.1%と産後ケア事業に次いで多かった。 

 

図表 40 特別な配慮が必要な児への支援を行うその他母子保健事業 

 

 

 

その他母子保健事業において、特別な配慮が必要な児やその保護者に対しての支援ニー

ズの高いものとして、特になしと回答した市町村が 53.7%で最も多かった。 

 

図表 41 支援ニーズの高いその他母子保健事業 
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その他母子保健事業において、特別な配慮が必要な児やその保護者に対して支援を行う

上での課題として、支援のために必要な専門的知見の不足と回答した市町村が最も多く、次

いで人員不足、配慮が必要な児のニーズがわからないという市町村が多かった。 

 

図表 42 その他母子保健事業において支援を行う上での課題 

 

 

 

その他母子保健事業において、特別な配慮が必要な児やその保護者に対して支援を行う

上で求める支援として、都道府県に対しては研修等による知見の提供と回答した市町村が

50.1%で最も多かった。また国に対しては、特になしという回答に次いで、補助金・資金補

助等と回答した市町村が多かった。 
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図表 43 その他母子保健事業において特別な配慮を行う上で、 

国・都道府県・その他機関に求める支援 
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2-4 アンケート結果に対する考察  

（１） 配慮が必要な児の把握 

配慮が必要とされる児について、本調査では対象として想定される疾患ごとにその把握

状況を確認したが、いずれの疾患を持つ児についても対象者を把握していないと回答した

市町村は 3.2%にとどまり、多くの市町村では配慮が必要な児を把握しているとの結果とな

った。しかしながら、配慮が必要な児の人数については、いずれの疾患においても人数は不

明という回答が 10～20%あり、配慮が必要な児を把握しているものの全体の人数はわから

ない市町村が一定数存在するという不整合な部分がある。 

この回答の背景としては、配慮が必要な児について、一部対象者について把握しているこ

とをもって、配慮が必要な児を把握していると回答している市町村が存在すると推察され

る。すなわち、配慮が必要な児の全体像とその数を正確に把握できている市町村は一部にと

どまると考えられる。 

また、把握の方法としては、人口規模にかかわらず訪問事業での把握を実施している市町

村が最も多かったが、次いで大規模自治体においては医療機関との連携、小規模自治体では

保育所・幼稚園・こども園等との連携が回答として多かった。逆にアンケート等での聞き取

りを行っている市町村は 27.3%で、配慮が必要な児の情報について積極的な把握を行って

いた。このことからも、現状の把握の方法では、全体像を正確に把握できている市町村は限

られている可能性があり、一部の市町村ではアンケート等を活用して詳細な把握に努めて

いると考えられる。 

（２） ニーズの把握 

市町村が把握しているニーズについては、別室受診等の受診体制の工夫、個別健診への切

替/かかりつけ医による診断で代替、訪問での対応といった項目について多く挙がった。配

慮が必要な児と言っても、疾患や重症度によって状態は様々であり、集団健診を受けられる

ための支援、集団健診に代わる支援のいずれについても支援ニーズが高いことが推察され

る。 

一方で、上記ニーズの把握にあたっては、多くの市町村が必要と想定される人に対して行

っているが、全件に対して事前調査を行っている市町村も 4.3%あり、潜在的なニーズも含

めた把握が行うことができている可能性がある。 

（３） 実施している対応 

市町村が実施している対応について、別室受診等の集団健診における受診体制の工夫が

56.7%と最も多かった。次いで訪問での対応、個別健診への切替/かかりつけ医による診断

で代替が多かった。上記の把握しているニーズにおいて多く挙がっていた項目と対応して

おり、ニーズに合わせて市町村でも集団健診と個別対応での支援を使い分けて実施してい

ることが推察される。 

ただし、訪問での対応については、その内容や方法について一部の回答市町村に電話・メ
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ールでの追加調査を行ったところ、保健師単独での訪問がほとんどで、その他の職種の参加

はあまり見られなかった。一部栄養士や歯科衛生士が参画している例はみられたものの、医

師による訪問はほとんど見られず、健診に代替する機能ではなく、あくまで既存の訪問事業

の延長や未受診者の状況確認としての対応にとどまっている点が示唆された。 

自治体規模別にみると、大規模自治体ほど集団健診の体制充実や別室受診等の受診体制

の工夫を実施している割合が大きく、一方で中規模自治体では訪問での対応を実施してい

る割合が大きい。健診対象者数の多い市町村では集団健診内での対応に集約せざるを得な

い状況が推察できる。 

（４） 情報連携 

健診前及び健診後の情報連携について、保育所・幼稚園・こども園等や、市町村内の他部

署・部門等との連携があると回答した市町村が 60%以上だった。一方で療育施設や児童発

達支援センターとの情報連携については、健診前後ともに 20～30%と限定的であり、健診

後の支援先との連携には、今後も検討の余地があると考えられる。 

（５） 課題と必要な支援 

配慮が必要な児に対する支援を提供する上での課題について、人員の不足や支援のため

に必要な専門的知見の不足を挙げている割合が大きかった。特に、支援のために必要な専門

的知見の不足が人口規模や実施支援にかかわらず市町村共通の課題であることが示唆され

た。 

また、必要な支援について、実施している対応や抱える課題別に見ても大きな差分は見ら

れず、総じて知見の提供と補助金による支援を求める声が多く挙がっている。配慮が必要な

児は多様であり、個別の疾患の特性や発達の経過、必要な支援も個別に異なるために、研修

等を通じて担当者の知見を深めることを求める声が多いと推察される。 
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第3章 

好取組自治体へのヒアリング調査 
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1. ヒアリング調査の概要  

1-1 ヒアリング調査の概要  

（１） 調査対象 

 自治体ヒアリングにおいては、乳幼児健診の実施にあたって、住民や自治体が持つニーズ

を把握するとともに、配慮が必要な児が健診を受けるにあたって自治体が行っている工夫

や配慮の方法について詳細に伺うことを目的に実施した。 

ヒアリング対象の選出にあたっては、アンケート結果を踏まえ、自治体の行う対応のパタ

ーン別に代表事例を選定した。 

また、ヒアリングの中で好取組事例を把握し、横展開の可能性も探るため、選定の際は、

特に優れた事例と、横展開のしやすい事例の双方が含まれるように取組内容を精査した。 

 

図表 44 ヒアリング先の選定方法とヒアリング先 

 

 

（２） 調査内容 

ヒアリングについては、オンラインもしくは対面で行い、乳幼児健診を所管する部署の担

当者に対して、以下の内容について自治体の各担当者に聴取した。 
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＜自治体向けヒアリング項目＞ 

⚫ 自治体の基礎情報 

➢ 人口規模、出生数 

➢ 各健診の対象者数 

➢ 健診実施方法 

➢ 健診実施体制 

 

⚫ 配慮が必要な児の把握方法 

➢ 把握方法 

➢ 把握方法を取り始めた契機・理由 

➢ 情報把握のために活用する書式・フォーマット 

➢ 情報把握のために連携している主体 

➢ 把握しているニーズ 

 

⚫ 配慮方法 

➢ 実施している配慮の方法 

➢ その配慮の方法をとった理由 

➢ 配慮を行う上で参画するステークホルダー 

➢ 行っている工夫 

➢ 情報連携について 

➢ 連携を行っているステークホルダー 

➢ 情報連携の目的・情報の活用シーン 

➢ 連携する情報の内容・粒度 

 

⚫ 課題・必要な支援について 

➢ 配慮を行う上での課題 

 体制面での課題 

 金銭面での課題 

 その他の課題 

➢ 必要な支援 

 国に求める支援 

 都道府県に求める支援 

 医療機関・医師会等に求める支援 
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＜都道府県向けヒアリング項目＞ 

⚫ 都道府県が実施している支援について 

➢ 配慮が必要な児の把握に関する支援（ニーズ調査等）の状況について 

➢ 研修等による知見の提供について 

 研修の内容 

 研修の実施主体 

 対象者 

 研修実施の背景 

 これまでの研修実施回数  等 

➢ 専門職・アドバイザー派遣について 

 派遣している専門職 

 派遣先 

 関係するステークホルダーや団体 等 

➢ 専門医・機関等のマッチング 

 実施背景 

 マッチングを行う医療機関や団体等 

 マッチングの方法 

⚫ 都道府県からの支援を活用している市町村事例 

➢ 都道府県と連携し、効果的な体制構築を行っている事例 

➢ そのほか都道府県下の好事例 

⚫ 市町村からのニーズ 

➢ 市町村から挙がってくる声やニーズ 

➢ 市町村が抱える課題等 

➢ 都道府県として今後取組を行おうとしている点 

⚫ 都道府県としての工夫 

➢ 都道府県として支援を行う上での工夫 

➢ 市町村支援を検討する会議体・アドバイザーの有無等 

⚫ 課題・必要な支援について 

➢ 市町村支援を行う上での課題 

 体制面での課題 

 金銭面での課題 

 その他の課題 

➢ 必要な支援 

 国に求める支援 

➢ 医療機関・医師会等に求める支援  
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（３） 調査結果概要 

1）配慮が必要な児の把握方法 

配慮が必要な児を把握するための手法としては、健診対象者に対して市町村から支

援の要否や求める支援を把握する場合と、健診受診者やその他のステークホルダーか

らの情報連携に基づいて、支援の要否や求める支援を把握する場合の大きく二つに分

かれた。 

前者の例としては、市町村から送付する問診票や健診の案内の中に確認事項を記載

し全件のニーズを把握する例や、過去の支援経過等が記載されているカルテや台帳等

を見返し、配慮が必要と思われる児を健診事業担当者や地区担当の保健師が選定して

いる例が見られた。 

一方で、母親からの事前相談や申し出、その他医療機関等のステークホルダーからの

事前の情報連携がないと、配慮が必要な児を把握することができないという声も見ら

れた。そうした市町村においては、児の保護者が自ら窓口に問い合わせたり、医療機関

などの他のステークホルダーからの連携があったりした場合にのみ配慮が必要とされ

る児の存在を把握し、対応を検討しているという。こうした背景の中で、改めて、配慮

が必要な児の全体数の把握の難しさが浮き彫りとなった。 

そうした課題がある中で、大阪府のように、都道府県として医療機関と市町村の情報

連携の仕組みを構築し、幅広く配慮が必要な児を把握できる体制を構築している例も

見られた。後述の枚方市については、この大阪府の要養育支援者情報提供票で連携され

た情報から、支援が必要と想定される児をピックアップし、保健師のエリア会議で検討

の上で支援台帳を作成するなど、医療機関からの情報を個別の支援につなげる仕組み

が作られている。 

 

2）実施している配慮の方法 

配慮が必要な児を把握した後、具体的に行う支援については、集団健診の枠組み内で

行う対応と、訪問や個別健診・かかりつけ医による診断で代替する対応に大別された。 

 

＜集団健診における対応＞ 

別室受診や予約枠の調整などにより待ち時間の短縮や他の児との接点を極力減らす

といった工夫は多くの市町村で行われていた。医療的ケア児の場合は会場の配置を工

夫するなど、状態やニーズに合わせた臨機応変な対応が見られた。 

 

＜訪問における対応＞ 

専門的な医療機関等に定期的に受診している場合、退院後も定期的に医療機関のフ

ォローを受けている点をもって診察を不要とし、保健師が訪問して問診票や聞き取り

によって発達面の状況のみ確認している例も見られた。 
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枚方市では、歯科医が在籍するという体制上の特性を活かし、訪問での歯科健診を実

施していた。 

 

＜個別健診・かかりつけ医による診断で代替＞ 

通院中の医療的ケア児やそのほか受診が難しい児については、個別健診やかかりつ

け医での診断での代替に関する要望がある一方、個別に委託契約を締結して健診受診

体制を構築している市町村は少なかった。 

集団健診としては未受診扱いにはなるものの、個別に医療機関に問い合わせるほか、

保護者からの結果共有を受けるなどして情報把握に努めている例も見られた。 

 

3）情報連携 

医療機関からの情報提供書を用いた連携や、保育所等の関連施設からの情報提供を

受けている市町村も見られたが、制度化された取組というより、各ステークホルダーの

判断で必要に応じて都度連携する体制がとられていた。 

一部の市町村では、退院時カンファレンスへの参加や部会等定例の会議体の設置を

行い、定期的な情報共有の場を設ける例も見られた。 

 

4）課題と求める支援 

配慮が必要な児の把握における課題としては、配慮の必要な児を全数把握すること

の難しさを挙げることが多かった。また情報連携やその後の対応の要否の判断も地区

担当保健師や医療機関の判断、保護者の申し出の有無に依存してしまうという声が多

く見られた。一律に把握するには、基準の設定等も必要になるかもしれないが、現状は

把握できうる限り対応、という形にとどまっている市町村が多いと想定される。また、

疾患によって所管部署が異なり、市町村内の他の部門や保健所との情報連携ができて

おらず、把握につながっていないといった課題も指摘されていた。 

さらに、把握ができたとしても、支援を実施するにあたっての課題も多い。配慮が必

要だと判断される児が増加する中で、対応にあたる人員の不足が課題となっている。ま

た、スタッフの知見や力量にも差があり、児の状態に合わせた臨機応変な対応が難しい

といった指摘もあった。 

そうした背景を受けて、ヒアリングにおいても、国や都道府県に対して求める支援と

しては、臨時職員増強に向けた補助や人材派遣を挙げる声が多かった。また、対応する

保健師の経験差や知識差を埋めるための研修や情報提供のニーズが挙げられており、

発達の経過や個々の特性に合わせて求められる現場での対応等についての情報が求め

られていた。 
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2. 福岡県直方市  
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3. 宮崎県都城市  
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4. 山口県山陽小野田市  
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5. 沖縄県宜野湾市  
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6. 大阪府枚方市  
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7. 大阪府  
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第4章 

当事者団体へのヒアリング調査 
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1. ヒアリング調査の概要  

1-1 ヒアリング調査の概要  

（１） 調査手法 

本調査においては、配慮が必要な児が健診を受けるにあたり、当事者が求める工夫や配慮

の内容を把握するため、当事者団体の皆様にご協力をいただき、様々な配慮が必要な要因を

持つ児の保護者の方にヒアリングを実施した。 

ヒアリングは団体ごとにグル―プインタビューの形式で実施し、日程の都合がつかない

場合は個別でのヒアリングにて代替した。 

 

（２） 調査対象 

 対象者の選定にあたっては、下記の５団体の事務局に協力を依頼し、ヒアリングにご協力

いただける方で、現在こどもが小学生までの父母やその家族の方を優先的にご選定いただ

いた。また、ご選定いただく際は、疾病の重症度が極力偏らないようにお願いし、状態に応

じて異なるニーズについても把握を試みた。 

 全国手をつなぐ育成会連合会 

 全国肢体不自由児者父母の会連合会 

 全国医療的ケアライン 

 日本発達障害ネットワーク 

 リトルベビーサークル全国ネットワーク 

 各団体からご推薦いただき、ヒアリングを行った対象者の疾病や障害の程度と健診の受

診状況については、次ページに記載する。 
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図表 45 ヒアリングを行った対象者の概要と健診受診状況 

 現年齢 疾病・障害 健診受診状況 

１歳６か月児健診 ３歳児健診 

A ７歳 超低出生体重児、脳性麻痺、視覚障害・

肢体不自由、療育手帳 B 

集団健診 個別健診 

（本人希望） 

B ６歳 自閉症スペクトラム症・ADHD 

不安が強く、初めての場所や人が多い

場所ではパニックになりやすい 

療育手帳 B3 

個別健診 

（コロナの影響） 

個別健診 

（市町村一律） 

C ６歳 自閉症・重度知的障害、 

言葉での会話が難しい、療育手帳 A2 

集団健診 個別健診 

（市町村一律） 

D ９歳 左心低形成症候群、歌舞伎症候群 未受診 未受診 

E ８歳 先天性ミオパチー、人工呼吸器使用 未受診 未受診 

F 10 歳 非ケトーシス型高グリシン血症、 

難治性てんかん、ウエスト症候群  

身体障害手帳１級、療育手帳 A 

未受診 未受診 

G ８歳 気道狭窄、ファロー四徴症、側弯症、 

気管切開をしている 

集団健診 集団健診 

H １歳８

か月 

18 トリソミー、気管切開、 

食道閉鎖症、心房中隔欠損症 

未受診 ― 

I 11 歳 超低出生体重児、脳出血、 

出血後水頭症、慢性肺疾患、 

難治性てんかん、脳性麻痺 

未受診 未受診 

J ６歳 知的障害、 

自閉症（３歳児健診直前に発覚） 

集団健診 集団健診 

K ７歳 発達障害（ASD）疑い 集団健診 集団健診 

L 22 歳 てんかん、軽度知的障害 未受診 未受診 

M ５歳 32 週の早産児、 

低出生体重児（障害なし） 

集団健診 集団健診 

N ５歳 26週の早産児・低出生体重児でNICU

入院、脳 MRI の指摘あり、斜視 

未受診 集団健診 

 

 

（３） 調査結果内容 

 ヒアリングに際しては、下記の項目についてヒアリングを実施した。 
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⚫ お子様の状況とこれまでの受診歴について 

➢ お住まいの自治体 

➢ お子様のご年齢 

➢ お子様の障害・疾病について 

（お答えいただける範囲で構いません） 

➢ １歳６か月児健診、３歳児健診の受診有無 

 受診した際は受診の方法 

（集団健診の場に行ったかどうか） 

 受診しなかった場合はその理由 

また、自治体からどのようなフォロー等があったか 

➢ 市町村の保健師との接点、面談等の有無・頻度 

➢ 健診受診時点で日常的に利用していた施設等（保育所・療育等） 

⚫ これまで乳幼児健診を受けた際の状況について 

➢ 事前に市町村の担当者から不安や必要なサポート等についてのヒアリングはあっ

たか 

➢ 健診会場の環境（待ち時間、混雑状況など）でお子さんが過ごしやすい工夫はあっ

たか 

➢ お子様の状態に合わせた対応やサポートはあったか 

➢ 健診を受けるにあたって、感じた不安や困りごとはあったか 

⚫ 求めている配慮やニーズ 

➢ 乳幼児健診を受ける際に、どのような支援や配慮があると助かるか 

➢ 乳幼児健診を受けるにあたって、これまで受けた中でよかった支援、事例などは

あるか 

⚫ 乳幼児健診受診後の連携体制について 

➢ 乳幼児健診を受診した後、市町村から今後受けられる支援やサービス等について

の情報提供はあったか 

➢ お子様の状態や健診結果等について、市町村から、医療機関や療育施設、保育所等

に情報連携はあったか 

➢ お子様の個人情報の取り扱いについて、市町村から同意の有無を確認される機会

はあったか。個人情報の取り扱いについて、嫌な思いをしたことはなかったか 

⚫ 国や自治体に対する期待など 

➢ 乳幼児健診に関連して、国や自治体に期待していることや要望などはあるか 

（４） 調査結果概要 

1） 健診前・事前の状況把握 

健診前には、多くの当事者が市町村の地区担当保健師と面談や電話での連絡を取る
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機会があったと回答していた。そうした日頃の接点の中で、児の状態を把握してもらえ

ていたという回答も見られた一方で、担当保健師の交代等により児の状況を把握して

もらえなかったという声もあった。また、新生児訪問以降に疾患が発覚したケースなど、

母子保健に関する既存事業で把握が難しくなった場合には、児の状態を把握してもら

えなかったという例もあった。 

さらには、健診前に状況が把握されておらず、入院中など明らかに受診できない状況

にもかかわらず一律に通知や連絡が来ることに、精神的な苦痛を感じる当事者の声も

あった。 

当事者側から申し出なくても、担当保健師による継続した状況把握ができる体制を

敷くとともに、状況に応じた通知や案内、声かけをしてもらうことが望ましい。配慮が

必要な児を抱える親は、常に不安を抱えているため、保健師からの声のかけ方や案内一

つとっても負担になることが想定される。実際、退院時期が見通せず不安な中で、保健

師から「まだ退院していないか」と確認されることもつらかったという声もあった。健

診前に状況を把握しておいてもらい、状態に合わせた配慮や言葉選びをしてもらえる

だけでも当事者にとっては大きな意味を持つことがうかがえた。 

 

2） 健診前・事前のニーズ確認 

健診前から担当保健師とのつながりがあり、定期的に連絡を取り合う関係性がある

場合、健診前にも提供可能な配慮等についての打診があったケースも見られた。 

一方で、健診前にニーズを確認されず、相談先もわからずに不安を抱いた当事者もい

らした。特に、当事者の立場では初めてのことばかりで、市町村に相談できるというこ

とにも思い至らないという声もあり、相談先の明記や事前アンケートによる希望調査

などの施策が求められていた。また、早産の場合に、修正月齢で健診が受診できるとい

う情報も知らなかったという声もあった。 

当事者の視点からは困りごとはあってもニーズを明確化できていないことも多く、

担当保健師に気軽に相談できる関係づくりはもちろん、通知はがき等に相談先の明示

や不安を記載する欄の設置などの工夫も、困っている当事者を救うきっかけとなりう

る点が示唆された。 

 

3） 受診時・集団健診での対応 

児の状況や経過等をよく理解している担当保健師による対応や、受付時間の最初や

最後にするといった時間帯の配慮があったケースは高評価であった。医療的ケア児の

場合、専門職の同行やケアに必要なスペースの確保といった配慮例も見られた。 

一方、多くの当事者は定型発達の子と同じ場所・時間での受診に不安を抱いており、

別室や別時間での受診を希望する声が多かった。 

さらには、医療的ケア児の場合など、健診会場に出向くことそのものの負担も大きく、
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サポートを求める声も多かった。 

そのため、集団健診を別日・別時間にするなどのほか、専属スタッフによるサポート

や送迎支援等のニーズが挙がっていた。また、スタッフに対しても、児の特性に合わせ

た対応が求められており、その子にあった声かけでこどもを落ち着かせることができ

るスタッフを配置してほしいという声もあった。 

 

4） 受診時・個別健診での対応 

集団健診とは異なり、個別健診で対応してもらったケースの場合、普段の状況を知っ

た医師や看護師等が成長に合わせてポジティブな声かけをしてもらえることの良さが

指摘されていた。特に難病や希少疾病などの場合、集団健診に派遣されている医師が児

の持つ疾病を理解しているとは限らないことからも、必要に応じて個別健診を組み合

わせるといった柔軟な対応も求められていると言えよう。 

 

5） 健診後・事後情報連携 

健診後、保護者の同意取得のもと、市町村と医療機関・療育施設等の関係するステー

クホルダー間で情報連携をしてもらえたケースもあったが、多くの場合、情報連携はさ

れず、都度保護者から情報提供をしなければならないケースがあったという。また、情

報連携が実施された場合であっても、ステークホルダー間で認識齟齬があるケースも

見られたことから、会議等で情報共有するなど、情報連携の体制の工夫が求められてい

た。 

 

6） その他の情報提供等 

当事者の立場では、健診を受診した後、児の状態に応じて利用できる地域のサービス

等についての情報を求める声が多い。しかし、市町村から十分な情報が提供されず、必

要な情報にたどり着くまでに時間がかかることがあるという意見があった。また、同じ

悩みを抱える当事者同士のつながりを望む声も多いが、個人情報保護等の観点から市

町村からの紹介が難しいケースもあった。 

また、健診全体を通して、特別な配慮を必要とする児の場合、その多くがかかりつけ

医など医療機関へ定期的に受診しているため、市町村が実施する健診受診の必要性や

メリットを感じにくい。本来の健診事業は医療的な判断のみならず、地域資源へのアク

セス等につながることもあることから、改めて健診事業の意義や受診することのメリ

ットを提示してもらえると、受診機会の拡大につながるのではないか、という声もあっ

た。 
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図表 46 当事者の感じたよかった対応と不安や困りごと 
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第5章 

総括 
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1. 総括  

1-1 現状の自治体の対応と当事者のニーズ  

（１） 事前の状況把握 

本調査研究を通じて、改めて配慮が必要な児の全体像を事前に把握することの難しさが

浮き彫りになった。今回の調査では便宜的に、配慮が必要な児を以下のように定義したが、

そもそも「配慮が必要かどうか」の線引きは明確なものではなく、その対応については各自

治体の判断に委ねられてきた。 

 

 そのため、配慮が必要な児の把握については、既存事業の範囲内で市町村担当者が気づき

うるケースや、他の主体からのインプットによる把握が中心で、乳幼児健診の受診に際して

その支援要否を把握しに行っている事例は多くないと想定される。 

 また、配慮が必要とされる、発達障害や医療的ケア児等の情報は、所管部署が異なり、そ

の情報や各種届出状況の情報を持っている主体がバラバラであり、包括的な把握そのもの

が難しいという背景もある。 

 一方で、当事者のニーズとしては、入退院の状況などを含め当事者の状態を継続的に把握

し、状態に合わせた案内や通知を送ってほしいという声が多数見られた。 

 医療機関などから市町村に包括的に情報が連携される仕組みのほか、市町村内での情報

連携体制の構築が求められる。また、担当保健師による情報把握についても、その継続性が

重視されており、生まれてから健診受診に至るまでの一連の流れを把握してもらえるよう

な体制を作ることが求められていると言えよう。 

（２） 事前ニーズの確認 

当事者の状況を把握した上で、さらにどんな支援が必要となるかまで確認できている市

町村は多くはない。実際、アンケート調査でも約 30%の市町村が事前に面談や聞き取り調

査等でニーズ把握を行っていないと回答した。一方で、約５%の市町村においては、すべて

の対象者に対して調査を行い、求められている配慮を把握していた。 

一方、当事者の視点では、相談先がわからない、そもそも相談しようと思い至らないとい

う声もあり、市町村側からの働きかけがないと支援が行き届かない可能性が示唆された。 

そうした背景を踏まえると、事前アンケートの実施や、健診の案内に相談窓口を明記する

といった工夫が必要不可欠である。さらに、当事者側に支援の想定は難しいことから、求め

る支援や配慮を当事者に聞くだけではなく、市町村側からどういった支援なら提供可能か

といったオプションを提示し、当事者自らが選び取れる体制を作るといった工夫も求めら

れるであろう。 
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（３） 健診実施時の支援体制の構築 

多くの市町村が、集団健診の場での対応（工夫）を基本としつつ、個別の状況に応じて個

別訪問等で代替するといった対応を組み合わせている。特に、集団健診での対応が難しい場

合には、個別訪問等に切り替える柔軟な対応が行われていると考えられる。また、当事者の

視点で見ても、児の状態に応じて集団健診と個別健診を選択したいというニーズは高かっ

た。  

集団健診を受ける場合の会場の配慮としては、別日程・時間での受診や別室受診等で、当

事者のニーズとも合致しており、今後も拡大が求められると考えられる。さらに、当事者か

らは、対応をする保健師などの現場スタッフに対して、配慮が必要な児の特性や発達の経過、

特性に合わせて求められる対応や保護者に対しての声かけ、メンタルケアなどについて学

べるような機会提供を求める声も多かった。 

一方、個別健診や個別訪問等の対応においては、保健師の訪問による未受診理由の確認や

個別相談などにとどまり、健診の完全な代替体制を敷くことができている市町村は限られ

ていた。今後は多職種による訪問等でより児の状態を包括的に把握し、適切な地域資源につ

なげていく体制構築が求められる。 

 

（４） 健診実施後の情報連携 

健診実施前後の情報連携先としては、保育所が最も多く、事前事後ともにアンケートに回

答した市町村全体の 70%を超えていた。一方でその連携の内容や条件等は市町村よってば

らつきがあるという実態も明らかとなった。当事者からは、市町村からの情報連携がなされ

ておらず、保護者から都度情報提供をしなければならないという負担を訴える声もあった。 

さらに、健診結果等を踏まえ、利用できるサービスやアクセスできる地域資源についての

情報提供も求められており、包括的な情報連携体制の構築が必要とされている。 
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図表 47 自治体の対応と当事者のニーズのギャップ 
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1-2 求められる支援体制と今後の施策  

 これまで自治体の対応状況と当事者のニーズから、現状の課題と今後求められる支援体

制を述べてきたが、求められている支援体制も、既存の体制を変えずに少しの工夫で実現で

きるものから、中長期的な体制検討が必要なものまで含まれていた。 

 次ページの図に示したとおり、まずは現状の体制や枠組みの範囲内でできる工夫から取

り掛かり、次いで自治体内の体制変更等によって行う工夫、外部のステークホルダーも含め

た体制変更等の工夫と中長期的な課題への対応にシフトしていくことが重要であると考え

られた。 

 各ステージにおいて求められる支援体制についてはこれまでも述べてきたとおりである

が、上記体制を実現するにあたり、国や都道府県に対しては、知見や好事例の横展開が求め

られている。また、研修事業等による知見提供を求める声も多くあったが、母子保健指導者

養成研修等、既存の事業でカバーできる範囲の内容も多いことからすでにある資源や資材

の周知を図るとともに、一部実践的内容については研修の内容の充実を図るといった対応

も必要であると考えられた。 

 さらに、将来的には、配慮の必要な児に対応する人員体制を構築するための体制強化も

必要になってくると考えられた。 

 包括的な情報連携体制の構築にあたっては、まずは求められる環境や要件を検討して定

義するとともに、その環境構築に向けた課題を整理していくことが重要となる。 

1-3 総括  

今回の調査研究では、「配慮が必要な児」を基軸に、乳幼児健診ではどのような支援が求

められるか、また、そのために必要な体制について検討を行った。疾病・疾患の疫学的観点

や社会的背景が変化する中で、配慮の必要な児の範囲やその状態・ニーズも多様化している。

こうした多様なニーズに応えるためには、それぞれの状態やニーズに応じた柔軟な支援策

を検討することが重要である。 

本調査研究を通じて、乳幼児健診の基本理念に関わる多くの指摘が寄せられた。乳幼児健

診は各市町村において試行錯誤が重ねられている一方で、従来の方法が踏襲されることも

多い。その中で、児や保護者といった健診対象者のニーズに十分応えられているかについて、

改めて認識を深める機会となった。 

特に重度の障害や疾病を抱える児にとって、集団健診においてかかりつけ医以外の医師

の診察を受けることには限界があるという点は、検討委員会の中でも指摘があった。そのた

め、どの範囲まで個別対応を認めていくべきかを検討するにあたり、乳幼児健診の意義や目

的を再確認し、事業全体の方向性を見直す必要があると推察された。 

また、配慮が必要な児にとって受診しやすい体制を整えることは、最終的にはすべての児

にとっても効果的な施策となる可能性がある。母子保健情報のデジタル化が進む中で、今回
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の調査研究で明らかになった課題は、今後の DX 化等の他事業にも影響を与えるものと考

えられる。本調査研究の報告書が、今後の施策検討に活用されることを期待する。 

また、本調査研究では、多くの自治体の皆様にアンケートならびにヒアリングにご協力を

いただいた。この場を借りてご協力いただいた全ての自治体のご担当者の皆様に感謝申し

上げる。 
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図表 48 求められる支援体制と今後の施策 
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参考資料① アンケート調査票 
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令和6年度子ども・子育て支援推進調査研究事業　特別な配慮が必要な児に対する乳幼児健康診査等の実施実態の把握に関する調査研究　アンケート調査
注1）グレーに変更されたセルには記入不要です。

以下の設問について、指定がないものについては令和5年3月末日時点のものをお答えください。

質問1 都道府県・市町村名、自治体コードをお答えください。

未回答 質問1.回答欄

※自治体コードについては都道府県を選択し、 都道府県名

　市区町村名（記入例：○○区、○○市、○○町、○○村）を 市町村名

　入力いただくと自動で表示されますので、お間違いがないかどうかのみご確認ください。 自治体コード #N/A

質問2 貴自治体管内において健診結果を踏まえて継続的な対応が必要と判断された際に紹介可能な内科、及び小児科の医療機関の数をお答えください。

未回答 質問2.回答欄

内科・小児科医療機関数

質問3

未回答

※該当する職員がいない場合は0とご記入ください
乳幼児健診の１回あたりの

担当職員数（正規）
乳幼児健診の１回あたりの
担当職員数（非正規）

※1回あたりの担当職員数については、今年度事業における平均的な数値をお答えください。 保健師数（人）

助産師数（人）

看護師数（人）

質問4

未回答

▼実施形態　選択肢 実施形態
※表示されない、変更がある場合は
こちらの列に入力ください

集団 1歳6か月児健診 #N/A

個別 3歳児健診 #N/A

一部個別

質問5

未回答
▼選択肢 委託／直営 委託の場合、委託先 委託先（具体名）

委託 1歳6か月児健診

直営 3歳児健診

▼委託先　選択肢

1.都道府県

2.他の市町村

3.医師会・医会等の団体

4.大学病院(大学含む)

5.個別医療機関

質問6

未回答 ※令和5年度の実績を基にお答えください。

対象者数（人） 受診者数（人） 年間健診実施回数（回）

※美容医療の類型ごとに〇が記入できる順位は１つまでです。 1歳6か月児健診

3歳児健診

質問7

未回答 〇入院等で参加が難しいため 質問7.回答欄

〇個別に医療機関等にかかっているため 未受診者数（人）

〇医療的ケア児、発達障害等の理由により、集団健診に参加するのが物理的に難しいため 1歳6か月児健診

〇医療的ケア児、発達障害等の理由により、集団健診で、他の子と比較されることに 3歳児健診

　心理的な抵抗があるため

〇保護者の健康面等の課題によって対象者を受診させることができないため

質問6.回答欄

貴自治体において、各健診は集団実施・個別実施どちらで行っていますか。※令和4年の母子保健調査の回答を自動で表示します。表示されない場合や、変更がある場合は、隣の欄にご入力ください。

貴自治体に所おける乳幼児健診の１回あたりの平均の担当職員数を、正規職員・非正規雇用それぞれお答えください。

各健診の対象者数・受診者数・受診率をお答えください。また、昨年度における乳幼児健診の実施回数についてもお答えください。

設問6で、対象者のうち、下記のいずれかの理由で未受診である児の人数をお答えください。人数が明らかではない場合には「不明」とお答えください。（令和5年度の実績でお答えください）

質問3.回答欄

集団健診を行っている自治体にお伺いします（一部個別の自治体も含む）。集団健診は、委託・直営のどちらで実施していますか。また、委託の場合、その委託先はどこですか。

質問5.回答欄

質問4.回答欄

現時点で、質問1、質問2、質問3、質問4、質問5、質問6、質問7、質問8、質問9、質問10、質問11、質問12、質問13、質問15、質問
16、質問17、質問18、質問19、質問20、質問21、質問22、質問23、質問24、連絡先が未回答です。
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以下、特別な配慮が必要な児への対応について伺います。

なお、ここで言う特別な配慮が必要な児は、下記の定義によるものとします。

以下の設問については、令和6年度の最新の状況についてお答えください。

質問8

未回答 質問8.回答欄

1.医療的ケア児（入院含む）

2.身体障害

3.知的障害（疑い含む）

4.精神・発達障害（疑い含む）

5.難病・小児慢性疾病等（医療的ケア児は除く）

6.保護者の精神・知的・身体障害等の要因により配慮が必要
なケース

7.その他

　その他具体的な内容をご入力ください（回答必須）→

8.いずれも把握していない

質問9

未回答 質問9.回答欄

1.訪問事業での把握

2.自治体からのアンケート等での書面上の聞き取り

3.自治体内の他の部署・部門との連携

4.医療機関（医療機関併設の療育施設等も含む）との連携

5.療育施設との連携

6.児童発達支援センターとの連携

7.保育所・幼稚園・こども園等との連携

8.その他

　その他具体的な内容をご入力ください（回答必須）→

質問10

未回答 ※課題を持つ児の正確な統計ではなく、 質問10.回答欄

　あくまで健診で配慮が必要と思われる児の概数をお答えください。 1.医療的ケア児（入院含む）

※複数に該当する児については、より選択肢の番号が若いものにカウントしてください。 2.身体障害

3.知的障害（疑い含む）

▼選択肢 4.精神・発達障害（疑い含む）

0人 5.難病・小児慢性疾病等（医療的ケア児は除く）

1～5人
6.保護者の精神・知的・身体障害等の要因により配慮が必要
なケース

6～10人 7.その他

11～15人 　その他が複数ある場合はその内訳をご入力ください→

16～20人

21人以上

人数は不明

質問11

未回答 ▼選択肢 質問11.回答欄

すべての対象者に対して行っている 1歳6か月児健診

配慮が必要と想定される対象者に対して行っている 3歳児健診

行っていない

乳幼児健診を実施するにあたり、配慮が必要となりうる児を把握していますか。把握している対象者をすべて選択してください。把握したうえで、該当者がいない場合も選択してください。（当てはまるものすべてに〇）

乳幼児健診を実施するにあたり、配慮が必要となりうる児をどのように把握していますか。（当てはまるものすべてに〇）

乳幼児健診を実施するにあたり、配慮が必要となりうる児は何人ほどいますか。

乳幼児健診を受診するにあたってどのような配慮が求められるかどうかについて、事前に面談や聞き取り調査等を行っていますか。
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質問12

未回答 質問12.回答欄

1.集団健診の体制充実（対応スタッフの増強）

2.別室受診等集団健診の受診体制の工夫

3.別日・別時間など、少人数での集団健診の実施

4.個別健診への切替/かかりつけ医による診断で代替

5.訪問での対応

6.検査日程の分割

7.その他

　その他具体的な内容をご入力ください（回答必須）→

8.特になし

質問13
未回答

1歳6か月児健診 3歳児健診

1.集団健診の体制充実（対応スタッフの増強）

2.別室受診等集団健診の受診体制の工夫

3.別日・別時間など、少人数での集団健診の実施

4.個別健診への切替/かかりつけ医による診断で代替

5.訪問での対応

6.検査日程の分割

7.その他

　その他具体的な内容をご入力ください（回答必須）→

8.特になし

質問14
回答完了

1歳6か月児健診 3歳児健診

※増強していない職種の場合は0とご記入ください 1.医師

2.保健師

3.看護師

4.保育士

5.助産師

6.理学療法士・作業療法士・言語聴覚士

7.心理士

8.相談支援専門員

9.児童指導員

10.管理栄養士・栄養士

11.その他

　その他具体的な内容をご入力ください（回答必須）→

質問15

未回答 質問15.回答欄

情報連携の有無

1.貴自治体内の他部署・部門等

2.医療機関（医療機関併設の療育施設も含む）

3.療育施設（療育のみを行っている施設）

4.児童発達支援センター

5.保育所・幼稚園・こども園等

6.他自治体

7.その他

　その他具体的な内容をご入力ください（回答必須）→

8.特になし

配慮が必要な児が乳幼児健診を受けるにあたってのニーズとして、市町村が把握しているものはありますか。（当てはまるものすべてに〇）

貴市町村が配慮が必要な児の乳幼児健診に際して、実施している対応はありますか。（当てはまるものすべてに〇）

質問13.回答欄

質問14で1.集団健診の体制充実（対応スタッフの増強）を選択された方について、特別な配慮のために増強したスタッフの職種と人数をお答えください。

乳幼児健診を実施するにあたって特別な配慮が必要な児について、乳幼児健診の実施前に関係機関等との情報連携を行っていますか。行っている機関等をすべてお答えください。（当てはまるものすべてに〇）

質問14.回答欄（人）
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質問16

未回答 質問16.回答欄

情報連携の有無

1.貴自治体内の他部署・部門等

2.医療機関（医療機関併設の療育施設も含む）

3.療育施設（療育のみを行っている施設）

4.児童発達支援センター

5.保育所・幼稚園・こども園等

6.他自治体

7.その他

　その他具体的な内容をご入力ください（回答必須）→

8.特になし

質問17
未回答 質問17.回答欄

1.配慮が必要な児を把握できていない

2.配慮が必要な児のニーズがわからない

3.どういった対応をすればよいかがわからない

4.人員が不足している

5.支援のために必要な専門的知見が不足している

6.必要な対応を行うための予算が不足している

7.医療機関等から協力が得られない

8.その他

　その他具体的な内容をご入力ください（回答必須）→

9.特になし

質問18

未回答

上記の課題に対応するために行っていること

質問19

未回答
都道府県からの支援有無

1.ニーズ調査

2.研修等による知見の提供

3.専門職・アドバイザー派遣

4.補助金・資金補助等

5.専門医・機関等とのマッチング

6.その他

7.特に受けた支援はない

乳幼児健診を実施するにあたって特別な配慮が必要な児について、乳幼児健診の実施後に関係機関等との情報連携を行っていますか。行っている場合はその対象となる機関等をお答えください。（当てはまるものすべてに〇）

配慮が必要な児が乳幼児健診を受けられるような環境を整備するにあたり、自治体が抱えている課題としてどういったものがありますか。（当てはまるものすべてに〇）

質問18.回答欄(自由記述)

設問17の課題に対応するために行っていること又は行う予定のあることはありますか。

配慮が必要な児に対しての支援を行う上で、都道府県から何等かの支援はありましたか。あった場合は、受けた支援の内容をお答えください。（当てはまるものすべてに〇）

質問19.回答欄

支援有の場合、その内容を記述ください
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質問20

未回答
国 都道府県 その他機関

支援を求める具体的な機関の名称

1.ニーズ調査

2.研修等による知見の提供

3.専門職・アドバイザー派遣

4.補助金・資金補助等

5.専門医・機関等とのマッチング

6.その他

　その他具体的な内容をご入力ください（回答必須）→

7.特になし

質問21

未回答 質問21.回答欄

1.産婦健康診査

2.産後ケア事業

3.その他

　その他具体的な内容をご入力ください（回答必須）→

4.特になし

質問22

未回答 質問22.回答欄

1.産婦健康診査

2.産後ケア事業

3.その他

　その他具体的な内容をご入力ください（回答必須）→

4.特になし・把握していない

質問23

未回答 （当てはまるものすべてに〇） 質問23.回答欄

1.配慮が必要な児を把握できていない

2.配慮が必要な児のニーズがわからない

3.どういった対応をすればよいかがわからない

4.人員が不足している

5.支援のために必要な専門的知見が不足している

6.必要な対応を行うための予算が不足している

7.医療機関等から協力が得られない

8.その他

　その他具体的な内容をご入力ください（回答必須）→

9.特になし

質問24

未回答 （当てはまるものすべてに〇）

国 都道府県 その他機関

支援を求める具体的な機関の名称

1.ニーズ調査

2.研修等による知見の提供

3.専門職・アドバイザー派遣

4.補助金・資金補助等

5.専門医・機関等とのマッチング

6.その他

　その他具体的な内容をご入力ください（回答必須）→

7.特になし

質問24.回答欄

質問20.回答欄

国、都道府県、医会・医師会等のその他機関に求める支援はありますか。（当てはまるものすべてに〇）

乳幼児健診やその後のフォロー教室以外の母子保健事業において、特別な配慮の必要な児やその親に対しての支援や工夫を行っているものはありますか。（当てはまるものすべてに〇）

乳幼児健診やその後のフォロー教室以外の母子保健事業において、特別な配慮の必要な児やその親に対しての支援ニーズが高いものとして、市町村が把握しているものはありますか。（当てはまるものすべてに〇）

乳幼児健診やその後のフォロー教室以外の母子保健事業において、特別な配慮の必要な児やその親に対しての支援を行う上で、課題となっていることはなんですか。（現在の支援の実施有無にかかわらずお答えください）

乳幼児健診やその後のフォロー教室以外の母子保健事業において、特別な配慮の必要な児やその親に対しての支援を行う上で、国、都道府県、医会・医師会などのその他機関に求める支援はありますか。



91 

 

 

  

連絡先
未回答

　　1.所属部署（必須）

　　2.電話番号（必須）
　　3.Mail（必須）

担当者1
担当者2

注1）グレーに変更されたセルには記入不要です。

　　4.回答者氏名（必須）

今後、アンケートの回答結果について問合せやヒアリング等をお願いする場合がございます。つきましては、ご回答いただいた代表者の方のお名前・ご所属をお答えください。

属性回答欄

現時点で、質問1、質問2、質問3、質問4、質問5、質問6、質問7、質問8、質問9、質問10、質問11、質問12、質問13、質問15、質問16、質問17、質問18、質問19、
質問20、質問21、質問22、質問23、質問24、連絡先が未回答です。
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参考資料② 単純集計結果 

 

 



 

 

 

図表 49 都道府県別回収率 

 

 

図表 50 人口規模別回収率 
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Q1 都道府県・市町村名、自治体コードをお答えください。 



 

 

図表 51 出生数別回収率 

 

 

図表 52 所属保健師数 
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図表 53 内科・小児科医療機関数 

 

 

図表 54 健診 1回あたりの正規職員 
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Q2 貴市町村管内において健診結果を踏まえて継続的な対応が必要と判断された際に

紹介可能な内科、及び小児科の医療機関の数をお答えください。 

Q3 貴市町村に所おける乳幼児健診の１回あたりの平均の担当職員数を、正規職員・非

正規雇用それぞれお答えください。 



 

 

図表 55 健診 1回あたりの非正規職員 

 

 

 

図表 56 各健診の実施方法 
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Q5 集団健診を行っている市町村にお伺いします（一部個別の市町村も含む）。集団健

診は、委託・直営のどちらで実施していますか。また、委託の場合、その委託先

はどこですか。 



 

 

図表 57 集団健診の実施主体 

 

図表 58 集団健診の委託先 
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図表 59 各健診の対象者数 

 

図表 60 各健診の受診者数 
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Q6 各健診の対象者数・受診者数・受診率をお答えください。 

また、昨年度における乳幼児健診の実施回数についてもお答えください。 

   ※令和 5 年度の実績を基にお答えください。 

 



 

 

図表 61 昨年度の乳幼児健診の実施回数 

 

図表 62 各健診の受診率 

 

図表 63 乳幼児健診 1回あたりの受診者数 
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図表 64 未受診である児の人数 
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Q7 Q6 で、対象者のうち、下記のいずれかの理由で未受診である児の人数をお答え

ください。人数が明らかではない場合には「不明」とお答えください。 

  （令和 5 年度の実績でお答えください） 

 

 入院等で参加が難しいた 

 個別に医療機関等にかかっているため 

 医療的ケア児、発達障害等の理由により、集団健診に参加するのが物理的に難しいため/ 

 医療的ケア児、発達障害等の理由により、集団健診で、他の子と比較されることに心理的な

抵抗があるため/ 

 保護者の健康面等の課題によって対象者を受診させることができないため 

 



 

 

 

図表 65 配慮が必要と把握している対象者 
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Q8 乳幼児健診を実施するにあたり、配慮が必要となりうる児を把握していますか。

把握している対象者をすべて選択してください。把握したうえで、該当者がいない場

合も選択してください。（当てはまるものすべてに〇） 



 

 

図表 66 配慮が必要な児の把握方法 

 

図表 67 配慮が必要な児の人数 
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Q9 乳幼児健診を実施するにあたり、配慮が必要となりうる児を把握していますか。

把握している対象者をすべて選択してください。把握したうえで、該当者がいない場

合も選択してください。（当てはまるものすべてに〇） 

Q10 乳幼児健診を実施するにあたり、配慮が必要となりうる児は何人ほどいます

か。 



 

 

図表 68 必要な配慮についての事前の面談や聞き取り調査の実施 

 

 

図表 69 市町村が把握している乳幼児健診に際したニーズ 
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Q11 乳幼児健診を受診するにあたってどのような配慮が求められるかどうかについ

て、事前に面談や聞き取り調査等を行っていますか。 

Q12 配慮が必要な児が乳幼児健診を受けるにあたってのニーズとして、市町村が把

握しているものはありますか。（当てはまるものすべてに〇） 



 

 

 

図表 70 乳幼児健診において実施している対応 
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Q13 貴市町村が配慮が必要な児の乳幼児健診に際して、実施している対応はありま

すか。（当てはまるものすべてに〇） 



 

 

 

図表 71 1歳 6か月児健診において、特別な配慮のために増強したスタッフの職種と人数 

 

図表 72 3歳児健診において、特別な配慮のために増強したスタッフの職種と人数 

 

 

  

Q14 質問 13 で 1.集団健診の体制充実（対応スタッフの増強）を選択された方につい

て、特別な配慮のために増強したスタッフの職種と人数をお答えください。 



 

 

図表 73 乳幼児健診実施前における関係機関との情報連携 
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Q15 乳幼児健診を実施するにあたって特別な配慮が必要な児について、乳幼児健診

の実施前に関係機関等との情報連携を行っていますか。行っている機関等をすべてお

答えください。（当てはまるものすべてに〇） 



 

 

 

図表 74 乳幼児健診実施後における関係機関との情報連携 
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Q16 乳幼児健診を実施するにあたって特別な配慮が必要な児について、乳幼児健診

の実施前に関係機関等との情報連携を行っていますか。行っている機関等をすべてお

答えください。（当てはまるものすべてに〇） 



 

 

 

図表 75 配慮の実施に当たる市町村の課題 

 

 

自由回答設問のため、集計省略 
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Q17 配慮が必要な児が乳幼児健診を受けられるような環境を整備するにあたり、市

町村が抱えている課題としてどういったものがありますか。（当てはまるものすべてに

〇） 

Q18 設問 17 の課題に対応するために行っていること又は行う予定のあることはあり

ますか。 



 

 

 

図表 76 配慮が必要な児を支援する上での都道府県からの支援 

 

 

図表 77 国・都道府県・その他機関に求める支援 
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Q19 配慮が必要な児に対しての支援を行う上で、都道府県から何等かの支援はあり

ましたか。あった場合は、受けた支援の内容をお答えください。（当てはまるものすべ

てに〇） 

Q20 国、都道府県、医会・医師会等のその他機関に求める支援はありますか。（当て

はまるものすべてに〇） 



 

 

 

図表 78 特別な配慮が必要な児への支援を行うその他母子保健事業 

 

 

図表 79 支援ニーズの高いその他母子保健事業 
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Q21 乳幼児健診やその後のフォロー教室以外の母子保健事業において、特別な配慮

の必要な児やその親に対しての支援や工夫を行っているものはありますか。（当てはま

るものすべてに〇） 

Q22 乳幼児健診やその後のフォロー教室以外の母子保健事業において、特別な配慮

の必要な児やその親に対しての支援ニーズが高いものとして、市町村が把握している

ものはありますか。（当てはまるものすべてに〇） 



 

 

 

図表 80 その他母子保健事業において支援を行う上での課題 

 

 

図表 81 その他母子保健事業における、特別な配慮を行う上で国・都道府県・その他機関に求め

る支援 
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国（N=1227） 都道府県（N=1229） その他機関（N=1199）

Q23 乳幼児健診やその後のフォロー教室以外の母子保健事業において、特別な配慮

の必要な児やその親に対しての支援を行う上で、課題となっていることはなんです

か。（現在の支援の実施有無にかかわらずお答えください）（当てはまるものすべてに

〇） 

Q24 乳幼児健診やその後のフォロー教室以外の母子保健事業において、特別な配慮

の必要な児やその親に対しての支援を行う上で、国、都道府県、医会・医師会などの

その他機関に求める支援はありますか。（当てはまるものすべてに〇） 
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